
 

 

 

 

 

 

 

事例紹介３ 
「気仙沼市災害情報システム」 
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気仙沼市災害情報システム

～東日本大震災を経て～

平成２５年１０月

Ⅰ 気仙沼市と津波の歴史
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気仙沼市とは
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震災前の気仙沼市

人 口 ７４，２４７人（H２３．２月末）

世帯数 ２６，６０１世帯

面 積 ３３３．３６ｋ㎡

産 業 水産業・観光が中心

◎豊かな自然

◎美しい景観・新鮮な食材
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気仙沼市の地域特性

三陸沿岸の美しいリアス式海岸の景観

⇒津波被害の歴史
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津波被害の歴史
 明治三陸地震津波：明治29年(1896年)

流失家屋 死 者 負傷者 備 考

合計 ４５８ １９０６ ４２０ 杉ノ下 約１１ｍ

流失家屋 死 者 負傷者 備 考
合計 ３３８ ８１ １６ 田中浜８．７ｍ

流失家屋 行方不明 罹災世帯数：2229
合計 ５ ２ 床上浸水1459ほか

浸水家屋 避難者数 床上浸水：2
合計 37 1,249 床下浸水：36

 チリ地震津波：昭和35年(1960年)

 昭和三陸地震津波：昭和8年(1933年)

 チリ地震津波：平成22年(2010年)
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過去の津波被害の状況

昭和三陸津波（唐桑地域）
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先人が残した警鐘

市内２８箇所の石碑 唐桑半島ﾋﾞｼﾞﾀｰｾﾝﾀｰ
津波体験館
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Ⅱ 東日本大震災
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東北地方太平洋沖地震

発生：Ｈ23年3月11日
14時46分頃

震源：三陸沖
北緯38°,東経

142.9°,
深さ24km

規模：ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ9.0 
震度：・赤 岩：6弱

・笹が陣：5強
・本吉町：5強
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東日本大震災の犠牲者

気仙沼市（ H25年9月13日現在 ）

●死者数：１,０４１人
●行方不明者数：２３８人
・住家被災棟数：15,771棟

全国（内閣府）

●死者数：１５,８８３人
●行方不明者数：２,６７６人
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津波浸水区域と地盤沈下による冠水

 浸水面積：18.65ｋ㎡, ※都市計画区域：9.6ｋ㎡（20.5%）

 地盤沈下：65cm～74cm
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気仙沼湾の大規模火災と漁船被害

火災による焼失面積：2.48ｋ㎡
※危険物屋外タンク 23基中22基流出

被災漁船：約3,000隻損壊
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事業所・企業の被災

被災事業所数：3,314（80.8%）

被災従業者：25,236人

13



壊滅したライフライン

電気：市内全域停電 →全域復旧＝5月30日

 ガス：2,706件供給不能（100%）

水道：24,409戸通水不能（94.5%）

下水道：機能停止

道路：845路線浸水
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情報通信基盤の被災状況

・防災行政無線：3/13～3/29まで利用不能
※同報系41局/180局、移動系16局/79局 被災

※子局の電源喪失 → 3/30から広報再開

・本吉地域公共NW（光ファイバ網）：37km/72km流出

・庁内NW：サーバの電源喪失等により利用不能

・ＮＴＴ電話回線：全域不通～6月まで順次復旧

・携帯電話各社：3/12に全基地局が停止

・CATV（K-NET）：局舎全壊、8,156世帯視聴不能
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震災時の主な情報通信手段

１．発災直後

・防災行政無線（同報系）： 約2日間使用後、電源喪失

・防災行政無線（移動系）： 継続使用、避難所等と交信

・Twitter： 発災から7時間後まで被災状況を発信

２．復旧・復興期

・広報紙（お知らせ版）： 各避難所等に毎日掲示

・衛星携帯電話（ＮＴＴ等）： 3/16より避難所等に設置

・臨時災害ＦＭ局： 3/23放送開始

・被災者支援メール： 4/29配信開始
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Ⅲ 気仙沼市災害情報システム
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実証実験に取組んだ理由
震災前の防災対策
・防災教育、防災ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ、避難ﾋﾞﾙ指定

・防潮堤、防潮水門、避難誘導看板 etc...

・潮位津波観測システム、情報伝達ツール

情報伝達ﾂｰﾙ 被災状況

防災行政無線 電源喪失により停止、屋外子局流失

漁協有線放送 防災行政無線と同時に停止

IP告知ｼｽﾃﾑ 沿岸部で光ファイバ網が寸断

エリアメール 庁内ＮＷ停止により発信不能

公式ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 庁舎の電源喪失によりサーバ停止

ｔｗｉｔｔｅｒ 庁内ＮＷ停止により発信不能

東日本大震災の死者数＝１，０４１名
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情報伝達ツールの課題と対策

情報伝達ツール 課題 対策 分類

防災行政無線

（漁協有線放送）

基地局・子局の電源喪失
非常用発電装置

太陽光発電装置

災害復旧事業

屋外子局の流失
高台にデジタルで復旧

沿岸部に高性能スピーカ

ＩＰ告知システム
光ファイバ網の寸断

敷設ルートの見直し

浸水区域外への敷設

ノードの電源対策

公式ＨＰ サーバの電源喪失 無停電電源装置

公式ＨＰ

エリアメール
ｔｗｉｔｔｅｒ

インターネットへの

アクセス手段の見直し

接続回線の変更

モバイルアクセス
α

伝達情報の統制と

発信の効率化

一括して伝達できる

仕組みの整備

災害復旧事業 ＋ α ＝ 全体像の完成
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伝達対象

情報伝達ツール

在住者 来訪者(*1)

屋外
沿岸
屋外

家屋内
施設
屋内

避難所
一時避
難場所

日本人 外国人

防災行政無線 ○ ○ × × × △ △ ×

漁協有線放送 × × ○ × × × × ×

IP 告知システム × × ○ × × × × ×

エリアメール ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

公式ホームページ ○ ○ ○ ○ △ △ △ ×

ｔｗｉｔｔｅｒ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △

災害FM ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ×

被災者支援メール ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

○：情報取得可能、△：場合によっては情報取得不可、×：情報取得不可
*1：来訪者は観光客含む

対象・シチュエーション別の分析
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①施設屋内、避難所

・受信端末を所持しない人
・孤立した避難者

②来訪者

・観光客、特に外国人
※外国語対応可能な情報伝達ツール

③その他

・ｔｗｉｔｔｅｒは事業者任意のサービスであり
サービス閉鎖のリスクを伴う

ＳＮＳとして確立しユーザ数も多い

Ｆａｃｅｂｏｏｋ

デジタルサイネージ

津波警報発令中
Tsunami alert in progress
２波以降も高い津波が予想され

ますので、警戒して下さい

避難所・公共施設に設置
※事業者NWではなく独自の無線NWで通信

対象・シチュエーション別の課題と対策
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②自動化
職員が配信できない場合は？

▼

無人でも災害情報を伝達する

③冗長化
ネットワーク障害の危険性･･･

▼

何があっても絶対に伝える！

①一元化
初動時、時間的な余裕はない。

▼

災害情報を一括で伝達する

 発災から時間が経過するほど、助かる可能性は低くなる。

 初動時に、より迅速、確実に情報を伝達することが求められる。

0分
地震
発生

15分
避難
指示

45分
津波
襲来

可能性

時間

避難時間

初動対応

【概念図】

電力喪失等で通信の
可能性も時間と共に
低下していく

10~ 約

初動対応の重要性
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緊急速報ﾒｰﾙ

市公式ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

ツイッター

ログイン
入力・送信

ログイン
入力・送信

ログイン
入力・送信

防災行政無線

起動
入力・送信

システムの特徴

【従来】

データセンタ（仙台）

緊急速報メール

被災者支援メール

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｻｲﾈｰｼﾞ

市公式ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

ツイッター

フェイスブック

公共情報コモンズ(報道)

伝
達
制
御
シ
ス
テ
ム

通信障害対策
(モバイル発信)

リ
モ
ー
ト
ア
ク
セ
ス

②自動化

①一元化

③冗長化

電源・耐震・浸水対策

防災行政無線
※個別受信機・漁協有線
・ＩＰ告知端末を含む

気仙沼災害ＦＭ

津波警報発令中！
至急高台に避難

【新システム】

Ｊアラート
潮位・津波
観測ｼｽﾃﾑ

より迅速,確実に伝えるための３要素
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１．耐災害性を増す
既設の耐災害DCを活用、複数の通信手段を選択可能

２．維持経費が低額
無料のインターネットサービスを活用

３．汎用性が高い
ソフトウェア追加のみで機能拡張可能

４．伝達手段の多様化
10以上の伝達ツールに効率的に配信

５．地域特性に対応
上記３、４により地域ニーズに応じた構築が可能になる

システムの特徴
５つの大きなメリットを生む
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気仙沼市役所

魚市場

安波山

市立病院

気仙沼災害FM気仙沼広域消防

サーバルーム（防災関連） 既存設備

電源対策

電源対策

電源対策
屋外型サイネージ 屋内型サイネージ

無線AP

無線AP
無線AP

サイネージ
管理サーバ

公式ホームページ
中継サーバ

電源対策

潮位観測
システム

公式ＨＰサーバ

伝達制御
管理端末

伝達制御
管理端末

自動割込
装置

中継PC

既存設
備

自動割込装置

警告灯

放送設備

凡例

遠隔地

伝達制御管理端末

内部ネットワーク
内部ネットワーク（無線）
インターネット
インターネット（モバイル）
その他接続

仙台データセンター

伝達制御サーバ ターミナルサーバ

インターネット

情報伝達メディア

緊急速報メール
被災者支援メール
ツイッター
フェイスブック
公共情報コモンズ

Ｊアラート
受信機

 システム構成図

防災ネットワーク
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災害想定： 災害情報伝達訓練と位置づけ、東日本大震災と同等の災害を想定する。

被災状況 （Ａ～Ｄの４段階）に応じた 発信場所・通信手段 により配信を行う。

フェーズ1
（発災～15分）

発災直後の
緊急性の高い
情報の伝達

フェーズ2
（15～60分）

避難者（移
動中）への
情報伝達

フェーズ3
（1～48時間）

孤立避難者
等への
情報伝達

フェーズ4
（48時間以降）

市内の被害
状況復旧状況
の伝達

時間経過と
状況設定

※市内事業所、漁協、沿岸部従業者、仮設住宅、市内学校でアンケートを実施。

発信場所
・通信手段

Ａ 通信障害なし Ｂ 有線通信不能 Ｃ 市内全域 通信不能

市役所
・有線

消防本部
・有線

市外想定（魚市場へ移動）

・無線

Ｄ ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ
・ｼｽﾃﾑﾀﾞｳﾝ

障害想定

１０：００ １０：０５ １０：０８ １０：２５

市外想定
・無線

配信時刻

１１：００以降、データセンタダウン・システム障害を想定した、個別配信試験を
行う。（配信所要時間の測定による比較検証）

実証実験の進め方
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災害情報表示
（災害情報システムからの連携または、サイネージ管理システムより入力）

1．通常時の利用（基本コンテンツ表示例）

ライブカメラ映像

天気予報（全国/エリア）

ニュース占い

潮位情報

2．緊急時の利用（災害情報表示例）

災害情報表示（タッチパネル選択時）

デジタルサイネージ ～普段使いの重要性～
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災害情報システムとは何か

低い使用頻度で、高い信頼性が求められる
→通常の設計思想、NW利用、設置方法etc...で良いのか？

使用されるのは災害対応の現場である
→時間、人、場所等の著しいリソース不足が生じる状況下

扱う情報は人の「命」に直結する
→避難指示情報等、災害時は最重要ライフラインとなる

目的は情報を届けること
→役所側が「配信できる」だけではNG、災害弱者は情報弱者
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今後の課題と展望

多様な災害想定による運用訓練

災害時相互支援を含む共同運用の検討

新たなメディアへの対応と既存設備の活用

入力メディアの多様化

日常使いの重要性を意識した運用

震災経験と実証実験結果の共有
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